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１．災害リスクを踏まえたまちづくりに関する国の動向等について

1.1 災害ハザードエリアの概要

区域名 根拠法等 概要
行為
制限

HM
作成

創設年

災害危険区域
建築基準法

第39条第１項
地方公共団体が、条例で定めている津波、高潮、出水等による危険の著しい区域 有 昭和25年

土
砂
災
害

地すべり防止
区域

地すべり等
防止法

第３条第１項

地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい区域をいう。）及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長
し、若しくは誘発し、又は助長し、若しくは誘発するおそれのきわめて大きいものであつて、公共の利害に密接な関連を有する区域

有 昭和33年

急傾斜地崩壊
危険区域

急傾斜地法
第３条

崩壊するおそれのある急傾斜地で、その崩壊により相当数の居住者その他の者に危害が生ずるおそれのあるもの及びこれに隣接する土地のうち、当該急傾
斜地の崩壊が助長され、又は誘発されるおそれがないようにするため、第七条第一項各号に掲げる行為が行なわれることを制限する必要がある土地の区域

有 昭和44年

土砂災害
特別警戒区域

土砂災害防止法
第９条第１項

土砂災害警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認めら
れる土地の区域で、一定の開発行為の制限及び居室を有する建築物の構造の規制をすべき土地の区域

有 平成12年

土砂災害
警戒区域

土砂災害防止法
第７条第１項

急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、当該区域における土砂災害（河道
閉塞による湛水を発生原因とするものを除く。）を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域

有 平成12年

洪
水
・
内
水

洪水浸水
想定区域

水防法
第14条

洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場
合に浸水が想定される区域

有 平成13年

雨水出水
浸水想定区域

水防法
第14条の2

排水施設について、雨水出水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、想定最大規模降雨によ
り当該排水施設に雨水を排除できなくなつた場合又は当該排水施設から河川その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除できなくなつた場合に浸水が想
定される区域

有 平成27年

家屋倒壊等
氾濫想定区域

水防災意識社会
再構築ビジョン

家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊に伴う激しい氾濫流や河岸侵食が発生することが想定される区域 平成27年

都市浸水想定 特定都市河川法 特定都市河川流域において都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨が生じた場合に都市浸水が想定される区域及び浸水した場合に想定される水深 平成15年

浸水被害
防止区域

特定都市河川法
第56条第1項

都市浸水想定を踏まえ、特定都市河川流域のうち、洪水又は雨水出水が発生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民その他の者の生命又は身体
に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、一定の開発行為及び一定の建築物（居室を有するものに限る。）の建築又は用途の変更の
制限をすべき土地の区域

有 令和３年

津
波

津波浸水想定
津波防災

まちづくり法
津波があった場合に想定される浸水の区域及び水深 平成23年

津波災害
特別警戒区域

津波防災
まちづくり法

第72条第１項

津波災害警戒区域のうち、津波が発生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる
土地の区域で、一定の開発行為及び一定の建築物（居室を有するものに限る。）の建築又は用途の変更の制限をすべき土地の区域

有 平成23年

津波災害
警戒区域

津波防災
まちづくり法

第53条第１項

津波浸水想定を踏まえ、津波が発生した場合には住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、当該区域における津波
による人的災害を防止するために警戒避難体制を特に整備すべき土地の区域

有 平成23年

高
潮

高潮
浸水想定区域

水防法
第14条の3

高潮時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところにより、想定し得る
最大規模の高潮であって国土交通大臣が定める基準に該当するものにより当該海岸について高潮による氾濫が発生した場合に浸水が想定される区域

有 平成27年

都市再生特別措置法により、立地適正化計画の居住誘導区域を定めないこととされている区域。（災害レッドゾーン）

○災害ハザードエリアは、土砂災害、洪水、津波、高潮などの自然災害について、各法令等に基づき、定めるものとされている。
○区域の指定により、行為制限を伴うものやハザードマップ（HM)の作成を伴うものがある。
〇災害の発生等を踏まえ、平成10年代以降、法改正等により災害ハザードエリアの充実が図られている。
○災害ハザードエリアは、指定後も定期調査等により見直しが行われるものもある。

図１ʷ１ 災害ハザードエリアの概要

HM作成…ハザードマップの作成を伴うもの。 1



１．災害リスクを踏まえたまちづくりに関する国の動向等について

1.2 近年の法改正の概要 【都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和2年6月10日公布）】

○頻発・激甚化する自然災害に対応して防災まちづくりを推進するため、令和２年６月、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律が公布された。（図１－２）
○これにより、災害レッドゾーンの開発として自己業務用施設も原則禁止とされた開発許可制度の見直しのほか、市町村による移転計画制度の創設、立地適正化計画における防災指針の策定などが可能となっ

た。（図１－３）

図１ʷ２ 法改正の概要 図１ʷ３ 創設・改正された主な制度の概要

■ 開発許可制度の見直し

○災害ハザードエリアにおける開発抑制

＜災害レッドゾーン＞
・都市計画区域全域で、住宅等（自己居住用を除く）に加え、自己の業務用施設

（店舗、病院、社会福祉施設、旅館・ホテル、工場等）の開発を原則禁止
＜災害イエローゾーン＞

・市街化調整区域における住宅等の開発許可を厳格化
（安全上及び避難上の対策を許可の条件とする）

■ 防災移転計画の創設
市町村が主体となって移転者等のコーディネートを行い、移転に関する具体的な計画を作成し、手続きの代行等を行
うことが可能となった。

■ 居住誘導区域からの災害レッドゾーンの原則除外
立地適正化計画の居住誘導区域から、災害レッドゾーンを原則除外

■ 立地適正化計画の記載事項に「防災指針」の追加

立地適正化計画の記載事項として、新たに、居住誘導区域内の防災対策を記載する「防災指針」を位置づけ、コンパ
クトシティの取組における防災の主流化を推進

都市計画法

都市再生特別措置法

＜災害レッドゾーン＞
・災害危険区域（崖崩れ、出水等）
・土砂災害特別警戒区域
・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域

＜災害イエローゾーン＞
・土砂災害警戒区域
・浸水想定区域（洪水等の発生時に

生命又は身体に著しい危害が生ずる
おそれがある土地の区域に限る。）

計画の名称 居住誘導区域等権利設定等促進計画

作成主体 立地適正化計画を作成している市町村

対象 災害ハザードエリアから居住誘導区域に住宅又は施設を移転する場合

計画内容 市町村が主体となって移転者等のコーディネートを行い、以下の事項を記載した計画を作成。
① 移転者の氏名、住所 、 ② 移転先の土地建物の内容（住所、面積、建物の構造等） 、③ 移転先の土地建物の権利者の氏名、住所
④ 移転先に設定する所有権、賃借権等の種類 、⑤ 移転の時期、移転の対価、支払い方法 等

法律の効果 市町村が計画を公告することにより、計画に定めた所有権、賃借権等が設定又は移転。
また、計画に基づく権利設定を、市町村が一括で登記が可能（不動産登記法の制度）

支援措置 ・計画作成に当たって、固定資産税情報等の活用が可能。
・移転に係る不動産鑑定等の費用について、財政支援。
・移転に係る開発許可手数料の減免等。

○災害レッドゾーンからの移転を促進するための開発許可の特例
・市街化調整区域内の災害レッドゾーン内にある住宅や施設が、同一の市街化調整区域のレッドゾーン外に移転する

場合については、開発が許可される特例を創設（都市計画法第34条第8号の2（新設））

2



１．災害リスクを踏まえたまちづくりに関する国の動向等について

1.2 近年の法改正の概要 【特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和3年5月10日公布）】

図１ʷ４ 法改正の概要

■ 地区計画のメニューの追加
・地区整備計画に、建築物の敷地の地盤面の高さ

の最低限度、居室の床面の高さの最低限度が追
加

・地区施設に、防災上必要な避難施設、避難路、
雨水貯留浸透施設が追加

■ 都市施設に一団地の都市安全確保施設の追加

・都市施設に、水災害等の発生時に住民等の避難・滞在の
拠点となる施設が追加

■ 浸水被害防止区域の創設（特定都市河川法）

浸水被害の危険が著しく高いエリアを知事が指定し、
個々の開発・建築行為を許可制に（居室の床面の高さ
が浸水深以上、建築物が倒壊等しない安全な構造）

■ 防災集団移転促進事業の拡充

【変更前】
災害が発生した区域、災害危険区域

【変更後】
上記に加え、浸水被害防止区域、地すべり防止区域、
急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域も追加

※施行日
公布から３カ月以内：都市計画法、都市緑地法、防災集団移転促進法 等 （R3.7.15施行）
公布から６カ月以内：特定都市河川法 等（現在未施行）

■ 特定都市河川の適用河川の拡大
【変更前】市街化の進展により、河川整備で被害防止が困難な河川（現在全国で８水系の河川のみ適用）
【変更後】上記に加え、自然的条件により、被害防止が困難な河川も追加（全国の河川に拡大）

■ 貯留機能保全区域の創設

沿川の保水・遊水機能を有する土地を、貯留機能保
全区域に指定し、盛土行為等に対する届出・勧告制
による行為制限

■ 特別緑地保全地区の拡大

○流域のあらゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」の実効性を高めるものとして、令和３年５月、特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（流域治水関連法）が公布された。（図１－４）
○これにより、地区計画のメニューが追加され、建築物の敷地の地盤面の高さの最低限度などが定められるようになったほか、都市施設に一団地の都市安全確保施設の追加等がなされるなど、災害を踏まえた

まちづくりに関する制度の充実が図られている。（図１－５）

図１ʷ５ 創設・改正された主な制度の概要

都市計画法

防災集団移転促進法都市緑地法

特定都市河川法

雨水を一時的に貯留し、
浸水被害を防止する機
能を有する緑地も指定
可能

危険なエリアから安全なエリアへの移転を促進するため、
防災集団移転促進事業のエリア要件の拡充

グリーンインフラのイメージ

貯留機能保全区域のイメージ浸水被害防止区域のイメージ 3



１．災害リスクを踏まえたまちづくりに関する国の動向等について

1.3 水災害リスクを踏まえた防災まちづくりガイドライン・流域治水プロジェクト

出典：気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について 答申 概要資料

○国は、令和３年５月、水災害に強いまちづくりを目指すため、水災害ハザード情報の充実や防災まちづくりを進める考え方・手法を示す「水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン」を作成。
ガイドラインでは、地域における水災害リスクを評価した上で、リスクを踏まえた防災まちづくりの方向性を検討するなどの手順・考え方が示されている。（図１－６）

○国は、河川流域全体のあらゆる関係者が協働し、流域全体で水災害を軽減させる治水対策「流域治水」へ転換し、全国すべての109の一級水系について、流域治水プロジェクトを公表した。（図１－７）

図１ʷ７ 流域治水プロジェクトの公表

１．防災まちづくりに活用できる水災害に関するハザード情報
より高頻度の浸水想定や河川整備前後の浸水想定等のハザード情報を新たに作成

（河川管理者等が市町村と連携して作成）

２．地域における水災害リスク評価
１に加えて、暴露及び脆弱性の情報から水災害による損失を表す地域の「水災害リスク」を評価

水災害リスク＝（ハザード×発生確率）×暴露×脆弱性 ※暴露：ハザードを被る人命、財産等

３．水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの方向性の検討
「水災害リスク」の回避を原則としつつ、地域の持続可能性やまちづくりとのバランスを考慮し、防災まちづくりの
方向性を決定

方向性：リスク軽減等の対策をしながら都市的土地利用を継続 or 都市的土地利用を回避

４．水災害リスクを軽減又は回避する対策の検討
「水災害リスク」が存在する区域のリスク軽減又は回避の対策を総合的に検討
計画的に実行するための目標設定 等

５．関係者間の連携
流域全体で安全を確保するため、流域・広域の視点から関係が連携、関係部局間の連携体制の構築

図１ʷ６ 水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドラインの概要

【ガイドラインで示されている手順】

4



２．神奈川県における災害ハザードエリアの指定状況等について

2.1 災害ハザードエリアの指定状況等

【災害ハザードマップの作成・利活用の流れ 】

図２ʷ１ 災害ハザードエリアの指定状況

○神奈川県では、土砂災害、洪水浸水想定区域などについては指定・公表が完了しており、現在、津波災害警戒区域の指定を進めている。（図２－１）
○県が指定した災害ハザードエリアを踏まえ、市町村では、避難場所や避難情報を明示した各種ハザードマップを作成・公表・周知している。（図２－２）

都道府県等が浸水想定区域図等の災害ハザードエリアを作成

図２ʷ２ 災害ハザードエリア指定後のハザードマップの作成等

（水害ハザードマップ作成の手引き（H28.4国土交通省）をもとに作成）

区域名 根拠法等 指定状況

災害危険区域
建築基準法

第39条第１項
指定済 〔急傾斜地崩壊区域〕

土
砂
災
害

地すべり防止区域
地すべり等防止法

第３条第１項
指定済 〔17区域（R3.3月末時点）〕

急傾斜地崩壊
危険区域

急傾斜地法
第３条

指定済 〔1590区域（R3.3月末時点）〕

土砂災害
特別警戒区域

土砂災害防止法
第９条第１項

指定済 〔8,893箇所（R3.5月末時点）〕

土砂災害
警戒区域

土砂災害防止法
第７条第１項

指定済 〔10,377箇所（R3.5月末時点）〕

洪
水
・
内
水

洪水浸水
想定区域

水防法
第14条

公表済 〔全26水系108河川
（想定最大規模、計画規模）〕

家屋倒壊等
氾濫想定区域

水防災意識社会
再構築ビジョン

公表済 〔全26水系108河川〕

津
波

津波浸水想定 津波防災まちづくり法 公表済 〔沿岸15市町〕

津波災害
警戒区域

津波防災まちづくり法
第53条第１項

一部指定 〔藤沢市、二宮町、小田原市、真鶴町、
湯河原町、大磯町（R3.8月末時点）〕

高
潮

高潮
浸水想定区域

水防法
第14条の3

公表済 〔東京湾、相模灘〕

地域における水害特性等の分析
避難方法の検討、複数災害の取扱いに関する検討

市町村が災害ハザードマップの作成
〔避難場所等を図示〕

災害ハザードマップの公表・周知

災害ハザードマップの理解度向上のための利活用の取組

（地図面（抜粋））

（概要面（抜粋））

【ハザードマップの作成例（小田原市洪水ハザードマップ）】

5

小田原市役所
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2.2 災害ハザードエリアと市街化区域の状況 【土砂災害警戒区域等】

図２ʷ３ 土砂災害警戒区域と市街化区域の関係

〇市街化区域内の土砂災害警戒区域は、横浜市1,725ha、横須賀市1,599ha、鎌倉市684haの順に多い。割合は三浦半島地域圏を中心として20％を超える状況。（図２－３）
〇市街化区域内の土砂災害特別警戒区域は、横須賀市504ha、横浜市346ha、鎌倉市173haの順に多い。割合は逗子市12.5％、葉山町8.2％、横須賀市8.1％などとなっている。（図２－４）

図２ʷ４ 土砂災害特別警戒区域と市街化区域の関係
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【災害レッドゾーン】

資料： 市街化区域・非線引き用途地域…神奈川県(2019年度)。ただし横浜市・横須賀市は都市計画基礎調査(2015年度)。
土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域…神奈川県(2021年8月)

注１：非線引き都市では市街化区域の代わりに用途地域内の面積を算出
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2.2 災害ハザードエリアと市街化区域の状況 【急傾斜地崩壊危険区域】 【災害危険区域】

○市街化区域内の急傾斜地崩壊危険区域は、横須賀市887ha、横浜市638haの順に多い。市街化区域に占める割合でみると、横須賀市14.2％、逗子市12.0％など、三浦半島の市町の割合が大きい。（図２－５）
○本県の災害危険区域は、急傾斜地崩壊危険区域に指定（土砂災害特別警戒区域と重複する部分を除く ）されているため、災害危険区域の面積は急傾斜地崩壊危険区域と同様の傾向を示す。（図２－６）

図２ʷ５ 急傾斜地崩壊危険区域と市街化区域の関係 図２ʷ６ 災害危険区域と市街化区域の関係
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【災害レッドゾーン】【災害レッドゾーン】

注１：非線引き都市では市街化区域の代わりに用途地域内の面積を算出

資料： 市街化区域・非線引き用途地域…神奈川県(2019年度)。ただし横浜市・横須賀市は都市計画基礎調査(2015年度)。
急傾斜地崩壊危険区域…国土数値情報(2020年度)
災害危険区域…国土数値情報(2020年7月時点)


